
【Web資料Ⅲ-① 職務専念義務に関する最高裁判決】 

 

目黒電報電話局事件・最 3小判昭和 52年 12月 13日 

 「［日本電信電話公社法］34条 2項は『職員は、全力を挙げてその職務の遂行に専念しなければならない』旨を規定

しているのであるが、これは職員がその勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職務遂行のために用い職務にのみ

従事しなければならないことを意味するものであり、右規定の違反が成立するためには現実に職務の遂行が阻害される

など実害の発生を必ずしも要件とするものではないと解すべきである。本件についてこれをみれば、Ｘ［労働者］の勤

務時間中における本件プレート着用行為は、前記のように職場の同僚に対する訴えかけという性質をもち、それ自体、

公社職員としての職務の遂行に直接関係のない行動を勤務時間中に行ったものであって、身体活動の面だけからみれば

作業の遂行に特段の支障が生じなかったとしても、精神的活動の面からみれば注意力のすべてが職務の遂行に向けられ

なかったものと解されるから、職務上の注意力のすべてを職務遂行のために用い職務にのみ従事すべき義務に違反し、

職務に専念すべき局所内の規律秩序を乱すものであったといわなければならない。」 

 

大成観光事件・最 3小判昭和 57年 4月 13日の伊藤正巳裁判官補足意見 

 「労働者の職務専念義務を厳しく考えて、労働者は、肉体的であると精神的であるとを問わず、すべての活動力を職

務に集中し、就業時間中職務以外のことに一切注意力を向けてはならないとすれば、労働者は少なくとも就業時間中は

使用者にいわば全人格的に従属することとなる。私は、職務専念義務といわれているものも、労働者が労働契約に基づ

きその職務を誠実に履行しなければならないという義務であって、この職務になんら支障なく両立し、使用者の業務を

具体的に阻害することのない行動は、必ずしも職務専念義務に違背するものでないと解する。そして職務専念義務に違

反する行動にあたるかどうかは使用者の業務や労働者の職務の性質・内容、当該行動の態様など諸般の事情を勘案して

判断されることになる。」 
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